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三沢市行財政改革大綱 

ⅠⅠⅠⅠ    趣旨趣旨趣旨趣旨    

三沢市では、平成１６年度から平成２１年度までの６年間、第３次三沢市行政改革

大綱に基づき、効率的で開かれた自治体をめざし、市民と行政が協働するまちづくり

を進めることを目的として、行政改革を推進してきた。 

特に、平成１６年度から実施された三位一体の改革以降、地方交付税等の大幅な削

減による厳しい財政環境の中、財政の健全化を進めることが大きな課題となり、職員

数の適正化や民間委託の推進、事務事業の見直しなど、これまでにない大幅な改革を

実施した。 

その結果、平成１６年度から平成２０年度までの５年間で、約３７億円の財政効果

を生み出すとともに、開かれた市政や人材育成の推進、情報化時代に対応した行政サ

ービスの向上が図られた。 

しかし、平成２０年度からスタートした三沢市総合振興計画を着実に実行し、今後

の地方分権の進展や更に厳しさを増す地方の財政環境に対応していくためには、一層

の行政改革の推進が不可欠であり、これまで中心となっていた経費抑制型の改革を継

続しながらも、行政経営という新たな視点で、行政の質的改革を進めていくことが必

要となっている。 

これらの状況を踏まえ、本大綱においては、行政改革と財政改革の両面からの改革

を目的として、名称を三沢市行財政改革大綱とし、その推進を図っていくものである。 



 

- 2 - 

 

三沢市行財政改革大綱 

ⅡⅡⅡⅡ    基本基本基本基本方針方針方針方針    

１ 推進期間 

三沢市総合振興計画の着実な推進を図り、当市における今後の行財政改革を中・

長期的な視点で推進していくため、本大綱の推進期間は、平成２２年度から平成２

６年度までの５年間とする。 

 

２ 目指すべき行財政改革の方向性 

  国・地方を取り巻く財政環境は、景気低迷や債務残高の増加、少子高齢社会の進

展による税収の減少と社会保障費の増大が見込まれ、さらには複雑、多様化する住

民ニーズへの的確な対応が求められていることから、ますます厳しさを増すことが

予測されており、行財政改革においては、マネジメントサイクルによる持続可能な

行財政体制を構築していくことが必要とされている。 

当市においても、平成２０年度にスタートした三沢市総合振興計画に掲げる行政

経営システムを構築し、質の高い公共サービスの提供を図りながら、これまで推進

してきた経費抑制に視点を置いた改革も維持・継続する。 

同時に、各種団体、ＮＰＯ、企業などの新しい公共を支える多様な主体と、対等

な立場で相互に補完、協力し、地域づくりや地方自治の確立を目指す。 

  

３ 改革の柱 

（１）行政経営推進プランの実施 

   人口減少、少子高齢社会の進展などにより、今後ますます縮小が見込まれる財

源、人材などの資源を、どのようにして質の高い行政サービスに結びつけ、市民

の満足度を高めていくかが課題となっている。 

そのため、三沢市総合振興計画の推進にあたり、行政経営システムの確立を目

指し策定した行政経営推進プランを実施する中で、新しい行政評価システム及び

財政評価の導入、マネジメントサイクルの確立、組織マネジメントの改革並びに

行政と住民との新しいパートナーシップの推進を図っていくものである。 

 

（２）健全な財政運営の確保 

今後、ますます厳しさを増すと予測される地方の財政環境にあって、一定程度

の基金残高を確保し、基金に頼らない持続可能な財政構造の確立を目指すため、

財政指標などの推移も踏まえながら、これまでの行政改革の取組みの方向性を継

続する中で、健全な財政運営の確保を図る。    

  

（３）その他社会情勢等に応じた推進施策 

    高度情報化や環境施策など、社会情勢等に応じた施策を講じ、行政の果たすべ

き役割を推進するものである。 
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三沢市行財政改革大綱 

ⅢⅢⅢⅢ    推進方法推進方法推進方法推進方法    

  行財政改革の着実な推進を図るため、取組内容やスケジュール等を掲載した実施計

画を策定し、必要に応じた見直しを行いながら、行政経営会議を本部とし、全庁一

丸となって積極的に取り組むこととする。 

また、計画策定及びその結果の取りまとめにあたっては、学識経験者や公募市民

などで構成する三沢市行政改革推進委員会に意見を求めるとともに、その取組状況

については、広報みさわや市ホームページにおいて、毎年度公表する。 

 

ⅣⅣⅣⅣ    推進事項推進事項推進事項推進事項    

１ 行政経営推進プランの実施 

別添の行政経営推進プランに基づき、次の項目を推進する。 

（１）新しい行政評価システム及び財政評価の実施 

①新しい行政評価システムの実施 

②市民参画の観点からの外部評価（フォローアップ評価）等の実施 

③財政評価の実施 

 

（２）マネジメントサイクルの確立 

①総合計画、財政・予算、組織・人事の連携強化 

②評価を起点とするマネジメントサイクルの確立 

 

（３）組織マネジメントの改革 

①トップマネジメントの強化 

②行政課題への迅速・的確な対応を可能とする組織改革 

③職員の能力を最大限に引き出す人材育成と人事管理 

 

（４）地域協働の推進 

①多様な主体の参加と協働によるまちづくりの推進 

②行政経営情報の公開と共有 

 

２ 健全な財政運営の確保 

（１）事務事業の再編整理等 

   行政評価などの手法を活用し、次のとおり事務事業の再編整理を行い、効率的

で効果的な成果志向型の事務事業の実施を目指す。 

  ①事業の見直し 

  ②内部管理経費の見直し 

  ③事務事業の統廃合及びスクラップアンドビルドの推進 
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三沢市行財政改革大綱 

（２）民間委託等の推進 

    行政が担ってきた公共サービスを、行政以外の多様な主体がそれぞれの専門性

や柔軟性を発揮し担うことで、行政の効率化、サービスの向上及び民間事業者等

の活性化を図る。 

①指定管理者制度を始めとする民間委託の推進 

②施設の民営化 

③その他民間手法の活用の推進 

 

（３）総人件費の抑制に向けた取組み 

   事務事業の再編整理や民間委託等を推進する中で、適切な行政組織を編成し、

職員の能力向上と意識改革を進めるとともに、職員数の抑制や職員給与の適正化

に努め、総人件費の抑制を図る。   

  ①総人件費の抑制に向けた取組み 

 

（４）歳入確保策の推進 

   受益者負担の適正化や新たな歳入の創出などにより、歳入の確保を図る。 

①税の徴収対策   

②受益者負担の適正化（使用料、手数料）    

  ③未利用財産の売払い等 

④有料広告制度の推進   

⑤刊行物の有料化の推進 

⑥その他の歳入確保策 

 

（５）施設の維持費の見直し 

   施設の適正な維持管理に向けた見直しを進めるとともに、施設の計画的な改修

に努め、経費の削減を図る。 

  ①施設の統廃合 

  ②各種委託内容の見直し 

  ③公共施設の延命化計画策定による施設運営 

  ④その他維持管理経費の見直し 

 

（６）補助金の整理合理化等 

   各種団体に対する補助金等については、行政が補助すべき必要性、費用対効果、

経費負担のあり方などを検証し、整理合理化を推進する。また、新たな行政ニー

ズに対応する新たな補助金制度の創設について検討する。 

  ①各種補助金の見直し 

  ②各種負担金の見直し 

  ③新たな補助金制度創設 
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（７）その他健全財政に係る見直し等 

   財政運営の健全化を図る観点から、あらゆる項目について必要な見直しを行う。 

  ①特別会計、企業会計事業の見直し 

  ②その他の見直し 

 

３ その他社会情勢等に応じた推進施策 

（１）市民参加による市政の推進 

   地域協働の推進を図る観点から、積極的に市民参加による市政を推進する。 

①審議会など、行政への市民の積極的な参加促進 

②地域協働型社会の実現を目指した団体等の支援 

 

（２）高度情報化の推進 

行政事務の電子化の推進などにより、行政運営の簡素化、効率化を図り、各種

行政サービスの向上や行政情報の提供を充実する。 

①情報化時代に対応した市民サービスの向上  

②情報化時代に対応した行政体制の整備 

 

（３）環境施策の推進 

   地球規模で進んでいる環境の悪化に対し、行政として取り組むべき施策を実施

していく。    

  ①環境に配慮した施策の推進 

  

（４）第３セクター等の抜本的な見直し 

   指定管理者制度や多様な主体による協働事業の進展などにより、市が出資して

いる公益法人等の役割も変化してきていることから、その抜本的見直しを図る。 

  ①公益法人改革に基づく市が出資する公益法人等の見直し 

 

（５）行政の広域化の検討 

   多様化する行政ニーズに対応し、サービスの向上や行政の効率化など、行財政

上のさまざまなスケールメリットを図る観点から、行政の広域化について検討す

る。 

①消防行政の広域化 

②その他の検討 

 

（６）その他の項目 

  ①上記以外の改革項目 


